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秋田県「人口減少時代における持続可能な行政サービスの提供のあり方に関する有識者会議」提言（抜粋）
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※公債費：県債（道路、河川、港湾、学校、病院などの社会資本整備等に充当）の返済に充てられるもの

県予算の状況
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人件費

1,277 

21.3％

扶助費

678 

11.3％

公債費

914 

14.9％
普通建設事業費

773 

12.9％
災害復旧費

58 

0.8％

物件費

283 

4.5％

補助費等 1,113 

16.1％

貸付金

732 

16.1％

その他

179 

2.5％

義務的経費

2,869 48％

投資的経費

831 14％

その他経費

2,307 38％

歳出（令和７年度一般会計予算）

歳出総額
６,００７億円



地方公会計に基づく財務諸表の状況（令和５年度決算）

県資産約1.5兆円のうち、

事業用/建物（公共施設等）
⇒約1,300億円≒約１割弱

ｲﾝﾌﾗ/工作物（道路橋梁等）
⇒約5,600億円≒約４割強

559,433

127,203

（単位：百万円）

県有施設等の状況
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12,710

57

1,654

563

14,984

9,863

1,061

1,502

12,426

14,605

▲12,047

2,558

14,984



公共施設の老朽化の進行

類型
経過年数

合計 経過年数が50年以上の主な施設
51年
以上

41～
50年

31～
40年

30年
以下

行政施設 16 7 3 13 39 県庁舎本館、富山総合庁舎、高岡総合庁舎

福祉施設 0 4 6 7 17

スポーツ施設 2 4 4 2 12 県営富山武道館

産業系施設 5 6 13 7 34 農林水産総合技術センター

文化施設 3 2 4 7 16 県民会館、教育文化会館

宿泊施設 2 4 2 2 10 呉羽少年自然の家

公営住宅 50 38 11 8 107

公舎 2 4 5 3 14

その他 1 0 0 3 4

合計 82 69 48 55 253

・将来的に財政規模の縮小が見込まれることや県民ニーズの変化に対応するため、
公共施設のあり方の見直しが必要に

公共施設の老朽化の状況（延べ面積1,000㎡超）

31年以上の公共施設は
全体の3/4超

50年以上の公共施設は
全体の1/3超

単位：建物数

公共施設の経過年数の割合

出典：公有財産管理システム登録建物

50年以上

82

41年以上

69

40～31年

48

30～21年

35

20～11年

9

10年以下
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全国統一の施策 広域的な施策 生活に身近な施策

・国際社会における国家と
しての存立に関わる仕事

・全国統一的に、全国的な
規模・視点で行う仕事

・地域特性を生かした広域に
わたる仕事
・市町村では対応が困難な
規模・性質の仕事

・普段の生活に関わる
住民に身近な行政全般

外交、防衛 等

司法、社会保障、教育 等

警察、防災、環境保全、児童福
祉（児童相談所）、教育行政、
産業振興、県道、河川 等

消防、住民票・戸籍、上下
水道、ごみ処理、生活保護、
小中学校、市町村道 等

連絡調整 広域調整

事業規模・総額予算

国・県・市町村の役割

国 県
村町

市

地域課題（高度化、複雑化、多様化）
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出典：総務省「地方財政の果たす役割」
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■入善土木事務所（入善町上野）

■魚津総合庁舎（魚津市新宿）
新川農林振興センター
新川土木センター
魚津出納室・魚津相談室

■富山県庁（富山市新総曲輪）

■富山総合庁舎（富山市舟橋北町）
総合県税事務所
富山農林振興センター
富山土木センター
富山出納室

■高岡総合庁舎（高岡市赤祖父）
高岡厚生センター
高岡農林振興センター
高岡土木センター
高岡出納室・高岡相談室

■砺波総合庁舎（砺波市幸町）
砺波農林振興センター
砺波出納室・砺波相談室

■環境科学センター（射水市中太閤山）
衛生研究所
薬事総合研究開発センター

■立山土木事務所（立山町前沢）

■氷見土木事務所（氷見市朝日丘）

■小矢部土木事務所（小矢部市今石動町）

■砺波土木センター（南砺市寺家）

■農林水産総合技術センター（富山市吉岡）

■産業技術研究開発センター（高岡市二上町）

■中央病院（富山市西長江）

■砺波厚生センター（南砺市高儀）

■中部厚生センター（上市町横法音寺）

■新川厚生センター（黒部市堀切新）

■企業局（富山市安住町）

県の機関

15



➢ 堅調な税収に支えられているとはいえ、令和７年当初予算ベースで今後の事業見込みを踏まえた試算では引き続き一定の
要調整額（R8:49億、R9:86億）が見込まれ、予断を許さない状況。このため、事業見直しや重点化・効率化による事業の
選択と集中、将来の県民負担を考慮した持続可能な財政運営に努める必要。

中長期的な財政見通し

16

➢ 市町村も含め、一般的に、歳出として、①社会保障関係経費（高齢者等に係る民生費、医療費などの衛生費）の増大、
②老朽化した公共施設・インフラの維持管理・更新に要する経費（土木費、農林水産費、教育費）の増大が想定される。



実質公債費比率及び将来負担比率ともに、全国順位では下位
（実質公債費比率：41位、将来負担比率：38位）

健全化判断比率の状況（他の都道府県との比較）
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※実質公債費比率とは、地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの。
※将来負担比率とは、地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの。
※（標準）財政規模とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額。
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県債の新規発行額 (県債残高 (臨時財政対策債※除く)の均衡)

公債費 (毎年度の償還額の均衡)

※臨時財政対策債 ： 国の地方財政収支の不足分を補填するため特例として発行するもので、元利償還金は後年度の地方交付税で全額措置

県民一人あたりの県債負担を2023年時点と同一にした場合の試算

(2060年の人口推計を69.6万人と仮定)

(単位：億円)
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出典：（一財）日本総合研究所「全都道府県幸福度ランキング2024年版」 出典：（株）ブランド総合研究所「幸福度調査 2024（第６回）」
※2023年は「第５回地域版SDGｓ調査2023」

全47都道府県幸福度ランキング 地域の持続性調査（うち幸福度）

85の指標を比較

①基本指標 （５指標）
人口増加率、 一人あたり県民所得、財政健全度など

②分野別指標（５分野×10指標）
【健康】生活習慣病受療者数、健康寿命など
【文化】教養・娯楽支出額、外国人宿泊者数など
【仕事】正規雇用者比率、事業所新設率など
【生活】持ち家比率、待機児童率、道路整備率など
【教育】学力、不登校児童生徒率、社会教育費など

③追加指標（30指標） ※社会動向を踏まえ、これまで毎回５

指標ずつ追加 家庭内育児バランス、家事の男女負担割合など

順位[前回順位] 特徴的な分野別の順位

１[１]：福井県 仕事4、教育1 
２[３]：東京都 文化1、仕事5 
３[４]：富山県 仕事2、生活1、教育2 
46[45]：青森県 健康46、文化46、仕事45、生活45 
47[47]：沖縄県 仕事47、生活47、教育47

「あなたは幸せですか」という問いに対し、
１．とても幸せ
２．少し幸せ
３．どちらでもない
４．あまり幸せではない
５．まったく幸せではない
の５段階で評価してもらう。
それぞれ100、75、50、25、０点を割り当て

平均を算出

順位[昨年順位] （幸福度（点））

１[１]：沖縄県 72.2 

２[５]：大分県 70.8 

３[７]：宮崎県 69.9 

39[21]：富山県 64.0

46[25]：大阪府 60.6 

47[22]：神奈川県 60.2

各都道府県550人前後（20歳以上）の
調査モニターにインターネット調査客観 主観
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都道府県幸福度ランキング（2024年の民間調査）

全国 ３位 全国 39位

富山県順位



富山県デジタルによる変革推進条例（概要）
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富山県デジタルによる変革推進条例（概要）
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DXの推進 ～県・市町村共同予約システム～

文化・スポーツ施設などの公共
施設の利用について、県民の利
便性をより一層高めるため、富
山県、富山市、高岡市及び朝日
町が共同して「富山県公共施設
予約システム」を導入、3月31
日からシステム利用開始
（他の市町村からの参画や施設
の追加登録も可能）
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・各種データの「収集・集約・提供(一元化)」、「可視化(地図化)」が可能な基盤。
※データごとに公開・非公開の設定が可能。

・デジタル庁の方針に基づく、市町村との共同利用・連携が可能。

DXの推進 ～データ連携基盤～

<オープンデー
タ>

指定避難所
指定緊急避難

場所
交通機関
GTFS

<ハザードマップ
>

ため池浸水想
定区域

山地山岳危険
地域

浸水想定区域

<国・気象庁>
気象観測データ
河川流路

震源・地震情報

<道路（セン
サー）>
積雪深
道路温度
※冬季のみ

<河川水位（セ
ンサー）>

河川水位（国）
河川水位(県)

<カメラ>
道路カメラ（国

道）
道路カメラ（県）

ため池浸水想定区域（青
色部分）

【R6年度】
・防災関連データの収集・集約・提供
⇒「シームレスデジタル防災マップ」として可視化

・富山市、高岡市、小矢部市と基盤を共同利用
射水市、滑川市と基盤を連携

【R7年度】
・オープンデータポータルサイトのデータの移行

(一元化)サイトの廃止
・防災以外の分野のデータの収集・集約・提供

⇒ 新たな分野を「マップ」として可視化

■富山データ連携基盤
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・「アプリの連携」、「IDの連携」、「デジタル地域ポイント機能・本人認証
機能」、「管理機能」を提供する基盤。

・デジタル庁の方針に基づく、市町村との共同利用・連携が可能。

【R6年度】
・県アプリの連携

・デジタル地域ポイント機能の利用
とみいくデジタルポイント(県)、いみずデジタル商品券(射水市)

【R7年度】
・デジタル地域ポイント機能の利用
とみまるデジタルポイント(県)、スポーツ応援スタンプラリー(県)
ひみPay(氷見市)、MiraPay(魚津市)

・デジタル地域ポイント運営事務局の整備

■TOYAMA ONE Platform

元気とやま
かがやきウォーク

食べトクとやま とみいく
フレフレ

TOYAMA ONE
アプリ

TOYAMA ONE
Wallet

DXの推進 ～サービス連携プラットフォーム～
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■研修のイメージ

「富山県職員人材育成・確保基本方針」に基づき、
DX人材育成研修を市町村と共同実施

幹部・管理職向け DX推進リーダー向け

R5年度

実施時期 R5年5月 R5年7月～R6年1月

受講者（県） 48人 50人

受講者（市町村） 112人 113人

R6年度

実施時期 R6年7月 R6年7月～R7年1月

受講者（県） 151人 57人

受講者（市町村） 55人 113人

■開催実績

■研修内容
デジタル・データ活用スキル（BIツール、生成AI、ノーコードツール等）や課

題解決能力の向上に必要な知識（コミュニケーションスキルやデザイン思考な
ど）を講義、ハンズオン研修、ワークショップなどを通じて習得

DXの推進 ～DX人材育成研修～
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■電子決裁の推進

R6 R5 R4 R3 R2 R元 H30 H29 H28

93.0%

(73.0％)

90.1%

（70.8%）

74.7%

（43.5%）

58.3%

（11.7%）

33.0%

（7.9%）

3.1%

（－）

3.7%

（－）

4.7%

（－）

5.8%

（－）

■電子契約の推進

・R4.10月に電子契約サービスを導入。
・取扱件数はR6.1～R6.12で704件、
契約総額 約217億円となっている。

（R5.1～R5.12 467件、約78億円）

＜電子決裁率の推移＞※紙と電子併用の起案文書を含む（下段 完全電子決裁率）

DXの推進 ～行政手続オンライン化～
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